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 ３． 各障害種における進路指導の教育課程上の位置づけと課題 

 （１）進路指導の教育課程上の位置づけ 

 図３－１に、障害種別に見た進路指導を主として実施している各教科・領域に占め

る割合を示した。 

障害種で共通性が認められたのは、視覚障害（49 校中 32 校,65％）と聴覚障害（46

校中 28 校,63％）では「特別活動」での実施が約 65％であった。また、聴覚障害（46

校中 35 校,76％）と病弱では「自立活動」での実施が 60％以上であった。さらに、知

的障害（302 校中 182 校,60％）、知的・肢体（68 校中 40 校,59％）、複数種（110 校中

58 校,53％）では、主に生活単元学習や作業学習といった「領域・教科をあわせた指導」

が半数以上示された。加えて、肢体不自由（78 校中 56 校,72％）と病弱（30 校中 25

校,83％）では、「総合的な学習の時間」での実施において最も高い割合が示された。 

一方、いずれの障害種も「各教科」での実施は半数以下であり、「道徳」での実施は

7％以下と極めて少なかった。 
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図３－１ 障害種別に見た進路指導を主として実施している各教科・領域に占める 

割合（２つ選択） 

 

（２）進路指導で取り扱っている内容 

 進路指導で取り扱っている内容として各障害種で共通していたのは、卒業生や企業

等の進路先の職員等による「進路講演会・進路講話」、企業や施設、大学等の進路先の

「見学」、現場実習や校内実習等の「実習（事前指導、事後指導、報告会を含む）」、進

路説明会や進路懇談会等の「進路（職業）ガイダンス」の実施であった。また、具体

的な指導内容として各障害種で共通に挙げられたのは、自己の適性や自己の障害につ

いての「自己理解（認識）」、国家試験等の試験対策に関わる内容（「面接指導」、「履歴

書の書き方」、「小論文指導」等）、「マナー」、「働くことの意義」、進路先について（「業

（％） 
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種調べ」、「就労支援機関について」、「就学先の情報」等）であった。 

 障害種で特徴的であった内容は、視覚障害と聴覚障害では「インターンシップ」と

「就業体験」、聴覚障害では「進路先の情報保障」について、肢体不自由と複数種では

「ケース会議」の実施、知的障害、肢体不自由、病弱、知的・肢体、複数種では主に

日常生活に関わる内容（「金銭管理」、「余暇指導」、「身だしなみ」、「公共機関の利用」、

「挨拶」）や利用できる福祉サービスや障害者基礎年金等の「福祉制度」等が挙げられ

た。 

  

（３）重複障害のある生徒の進路指導の教育課程編成に関わる配慮 

 重複障害のある生徒の進路指導の教育課程編成に関わる配慮として各障害種で共通して

いたのは、「実習や実際的な体験の機会を多く設定する」、「作業学習や生活単元学習を重視

する」、「個々の生徒の実態（障害特性）に応じた指導内容の精選」、「保護者や関係機関と

の連携」であった。 

 障害種で特徴的であったのは、視覚障害、聴覚障害、肢体不自由では「進路先での仕事

（作業）と関連性のある内容の導入」や「自立活動の充実」が挙げられた。また、肢体不

自由、知的障害、知的・肢体、病弱、複数種では「具体的で身近なわかりやすい教材（視

覚支援等）の使用」が、肢体不自由、知的障害、知的・肢体、複数種では「繰り返しの指

導」、「グループ別（タイプ別、類型別等）による指導」、「基本的生活習慣やコミュニケー

ションの指導」が挙げられた。 

 

（４）進路指導を進めていくうえでの課題 

 図３－２に、各障害種別に見た進路指導を進めていくうえでの課題に占める割合を

示した。 

視覚障害（49 校中 22 校,45％）、知的障害（302 校中 149 校,49％）、病弱（30 校中

16 校,53％）、知的・肢体（68 校中 28 校,41％）、複数種（110 校中 45 校,41％）では、

「教材の選定・評価」が課題として示された。また、視覚障害（49 校中 23 校,47％）、

聴覚障害（46 校中 19 校,41％）、知的障害、病弱、知的・肢体（68 校中 27 校,40％）、

複数種（110 校中 47 校,42％）では、「指導内容の系統性」が課題として示され、特に

知的障害（302 校中 189 校,63％）と病弱（30 校中 18 校,60％）において高い割合が

示された。 

障害種で特徴的であったのは、聴覚障害（46 校中 19 校,41％）、肢体不自由（78 校

中 28 校,36％）、知的・肢体（68 校中 25 校,37％）では「個別の移行支援計画（個別

の教育支援計画）の活用」が、視覚障害（49 校中 24 校,49%）と肢体不自由（78 校中

37 校,47%）では「重複障害のある生徒への指導」が示されたことであった。 
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図３－２ 障害種別に見た進路指導を進めていくうえでの課題（２つ選択） 

 

４．職業教育を進めていくうえでの課題 

 図３－３に、各障害種別に見た職業教育を進めていくうえでの課題に占める割合を

示した。 

全ての障害種において、半数以上が共通して「個々の障害のある生徒の実態に応じ

た指導」を課題として挙げており（視覚障害：49 校中 25 校,51%、聴覚：46 校中 30

校,65%、肢体：78 校中 41 校,53%、知的：302 校中 166 校,55%、複数：110 校中 67

校,61%、知的・肢体：68 校中 40 校,59％）、特に病弱（30 校中 22 校,73%）において

その割合が高かった。 

一方、視覚障害（49 校中 20 校,41%）では「専門性の維持」、肢体不自由（78 校中

22 校,28%）では「重複障害のある生徒への対応」、知的障害（302 校中 143 校,24％）

では「指導の系統性」が、他の障害種に比べてやや高い割合が示された。 
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     図３－３ 障害種別に見た職業教育を進めていくうえでの課題（２つ選択） 
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５．進路指導・職業教育に関わる校内連携 

 （１）進路指導・職業教育の担当分掌が主催する会議で重点的に検討されて 

いる事項 

 図３－４に、障害種別に見た進路指導・職業教育の担当分掌が主催する会議で重点

的に検討されている事項に占める割合を示した。 

全ての障害種で共通して高い割合が示されたのは、「生徒についての情報共有」であ

り（聴覚障害：46 校中 28 校,61%、肢体不自由：78 校中 42 校,54%、知的障害：302

校中 160 校,53%、病弱：30 校中 16 校,53%、知的・肢体：68 校中 34 校,50％、複数

種：110 校中 64 校,58%）、特に視覚障害（49 校中 36 校,73%）において高い割合が示

された。 

障害種で特徴的であったのは、他の障害種と比べて聴覚障害（46 校中 30 校,65%）

と病弱（30 校中 20 校,67%）では、「生徒の進路選択」を重視していることであった。

また、肢体不自由（78 校中 43 校,55％）、知的障害（302 校中 142 校,47％）、知的・

肢体（68 校中 29 校,43％）、複数種（110 校中 49 校,45％）では、「関連機関について

の情報共有」を重視していた。 
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図３－４ 障害種別に見た進路指導・職業教育の担当分掌が主催する会議で重点的に 

検討されている事項 

 

 （２）進路指導・職業教育担当者が校内連携を進める上で重要視している部 

署等 

 「担任」、「学部内」、「学部」、「各科（専攻科、普通科、職業科）」、「特別支援教育コ

ーディネーター」、「職者職員」、「他部門（併置校の場合）」、「その他」のうち、進路指

導・職業教育担当者が校内連携を進める上で重要と考えている部署等について尋ねた

ところ、全ての障害種において約 90％以上が、「担任」との連携を挙げていた（視覚

障害：49校中 44校,90%、聴覚障害：46校中 44校,96%、肢体不自由：78校中 69校,88%、

（％） 
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知的障害：302 校中 289 校,96%、病弱：30 校中 27 校,90%、知的・肢体：68 校中 60

校,88％、複数種：110 校中 100 校,91%）。 

また、いずれの障害種において 55％以上が、「学部内」の連携を挙げていた（視覚

障害：49校中 27校,55%、聴覚障害：46校中 27校,59%、肢体不自由：78校中 45校,58%、

知的障害：302 校中 211 校,70%、病弱：30 校中 22 校,73%、知的・肢体：68 校中 40

校,59％、複数種：110 校中 72 校,65%）。 

 障害種での特徴としては、視覚障害（49 校中 13 校,27％）と聴覚障害（46 校中 10

校,22％）が「各科（専攻科、普通科、職業科）」を、肢体不自由（78 校中 10 校,13％）、

知的・肢体（68 校中 8 校,12％）、複数種（110 校中 12 校,11％）が「特別支援教育コ

ーディネーター」を挙げていた。 

 

（３）進路指導・職業教育に関わる校内連携を円滑にするための工夫 

 校内連携を円滑にするための工夫としては、各障害種共通して学級担任、各部、専

攻科担当者、特別支援教育コーディネーター等との「日常的な情報共有」や「ケース

会議」の実施、進路便りの配付、求人票や進路指導に関する資料の校内閲覧といった

「日常的な情報発信」、各関連部署、担当者との「連絡調整及び連携」、職員を対象と

した「進路研修会」や「企業や施設等の見学会」の実施、各部や各科での「進路担当

の配置」、「会議内容の精選」が挙げられた。 

 

６．関係諸機関との連携 

 （１）連携している関係諸機関と連携内容 

 表３－４に、障害種別に見た連携している関係諸機関に占める割合を示した。 

いずれの障害種も、「企業等事業所」、「施設」、「作業所」、「ハローワーク」、「障害者

就業・生活支援センター」、「障害者就業センター」、「特別支援学校」との連携におい

て高い割合が示された。 

これらの関係諸機関との連携内容としては、いずれの障害種も企業等事業所、施設、

作業所においては「産業現場等における実習等の受け入れ」が主であった。また、「ハ

ローワーク」、「障害者就労・生活支援センター」、「特別支援学校」においては「職場

開拓への協力」、「障害者就業センター」においては「進路指導・職業教育に関する助

言」が主であった。さらに、「障害者就労・生活支援センター」については、視覚障害

を除くその他の障害種は「ケース会議への参加」において連携を図っていた。 

 一方、視覚障害（49 校中 11 校,22％）と聴覚障害（46 校中 11 校,24％）では「高等

学校」、視覚障害（49 校中 16 校,33％）、聴覚障害（46 校中 18 校,39％）、病弱（30 校

中 14 校,47％）では「大学・専門学校」との連携が他の障害種に比べて高い傾向が示

された。高等学校との連携内容は「研修会への協力・講師派遣」、「大学・専門学校」

との連携内容は「職場開拓への協力」、「進路指導・職業教育に関する助言」、「研修会

への協力・講師派遣」であった。聴覚障害においては、「情報保障のサポート」も挙げ

られた。 

 「その他」の連携機関としては、知的障害、知的・肢体、複数種では福祉関連機関、

病弱では医療機関や福祉関連機関が挙げられた。 
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全体 視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 知的障害 病弱 知的・肢体 複数種

505 43 39 50 276 23 101 65

82% 88% 85% 64% 91% 77% 92% 96%

500 36 29 72 262 26 97 60

81% 73% 63% 92% 87% 87% 88% 88%

472 38 30 57 253 23 94 62

77% 78% 65% 73% 84% 77% 85% 91%

534 47 44 59 284 24 104 67

87% 96% 96% 76% 94% 80% 95% 99%

489 36 34 62 262 24 95 62

80% 73% 74% 79% 87% 80% 86% 91%

400 27 33 34 218 22 84 54

65% 55% 72% 44% 72% 73% 76% 79%

379 31 27 44 199 19 79 52

62% 63% 59% 56% 66% 63% 72% 76%

74 6 3 4 43 2 19 14

12% 12% 7% 5% 14% 7% 17% 21%

73 11 11 5 36 5 11 5

12% 22% 24% 6% 12% 17% 10% 7%

100 16 18 18 26 14 13 9

16% 33% 39% 23% 9% 47% 12% 13%

108 6 5 15 60 8 23 18

18% 12% 11% 19% 20% 27% 21% 26%

注１）全体の母数は、615校である。

注２）各障害種の母数は、視覚障害49校、聴覚障害46校、肢体不自由78校、　知的障害302校、病弱30校、知的・肢体68校、複数種110校である。

施設

作業所

ハローワーク

障害者就業・生活

支援センター

障害者職業センター

企業等事業所

表３－４　障害種別に見た連携を行っている関係機関先

特別支援学校

小・中学校

高等学校

大学・専門学校

その他

注３）上段の数値は回答した校数を、下段の数値は割合を示す。
 

 

（２）関係諸機関との連携における課題 

 関係諸機関との連携における課題として各障害種共通していたのは、「現場実習先や

受け入れ先がない」、「新しい職域（職場）の開拓の必要性」、「施設の不足」、遠距離機

関への打ち合わせのための出張旅費にかかる「予算措置」、「広範囲の地域にある関係

機関への対応の難しさ」が挙げられた。 

障害種での特徴としては、視覚障害と聴覚障害は、点字使用者への対応や聴覚障害

者への情報保障に関する「専門性のある職員の不足」や「障害特性への理解」が挙げ

られた。また、肢体不自由、知的・肢体、複数種では、医療的ケアの生徒への「サー

ビスの不足」や「入所施設の不足」、知的障害、知的・肢体、複数種では生活面につい

て相談できる「福祉行政の関与」が挙げられた。さらに、肢体不自由、知的障害、病

弱、知的・肢体、複数種では、関係機関との「打ち合わせの時間の確保や日程調整の

難しさ」、「職員の異動にともなう関係維持や引き継ぎの難しさ」が挙げられた。 

 

７．就労に関わる卒業後の支援 

 （１）卒業後の支援の実施の有無と窓口の設置 

 卒業後の支援については、視覚障害（48 校中 47 校,98％）と聴覚障害（45 校中 43

校,96％）が極めて多く、その他の障害種でも約 80％以上が実施していた（肢体不自由：

75 校中 64 校,85％、知的障害：293 校中 257 校,88％、病弱：29 校中 25 校,86％、知
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的・肢体：67 校中 57 校,85％、複数種：107 校中 86 校,80％）。 

卒業後の支援のための分掌については、視覚障害（47 校中 23 校,49%）を除く障害

種では約 60％以上が設置していた（聴覚障害：43 校中 27 校,63％、肢体不自由：64

校中 47 校,73％、知的障害：290 校中 199 校,69％、病弱：25 校中 19 校,76％、知的・

肢体：60 校中 44 校,73％、複数種：92 校中 62 校,67％）。 

 

 （２）卒業後の支援における課題 

 卒業後の支援における課題としては、各障害種とも「職場開拓」、「職場定着への支

援」、「生活面への支援」、「離職者や進路変更希望者への支援」、「教員の異動に伴う卒

業生についての情報の引き継ぎや支援の継続の難しさ」、連絡が途絶えるあるいは支援

期間が経過した「卒業生についての情報収集」が挙げられた。 

 障害種で特徴的であったのは、視覚障害と聴覚障害では「専門的な支援ができる機

関の不足」が挙げられ、加えて聴覚障害は「他県就職（進学）者への支援」も示され

た。また、視覚障害を除く障害種では支援に関わる「人的、予算的な制約」が、知的

障害、知的・肢体、複数種では「すべての進路先を訪問することの難しさ」が挙げら

れた。 

 

８．保護者（家族）への支援 

病弱（29 校中 14 校,48％）を除く障害種では、半数以上が進路指導・職業教育の全

体計画において保護者（家族）への支援に関する内容を含んでいた（視覚障害：47 校

中 25 校 53％、聴覚障害：43 校中 23 校,53％、肢体不自由：77 校中 47 校,61％、知的

障害：291 校中 172 校,59％、知的・肢体：67 校中 38 校,57％、複数種：106 校中 60

校,57％）。 

 一方、図３－５に、障害種別に見た障害のある生徒の保護者（家族）への支援を行

ううえで課題となっている事項を示した。 

保護者（家族）への支援を行ううえでの課題として障害種で特徴的であったのは、

視覚障害（49 校中 21 校,43%）では「障害のある生徒本人及び保護者（家族）が暮ら

している地域情報の収集と提供」、肢体不自由（78 校中 44 校,56%）では「保護者（家

族）との小学部（小学校）段階から高等部段階までの継続性をもった取組」が挙げら

れた。 

また、病弱（30 校中 23 校,77%）をはじめ聴覚障害（45 校中 29 校,64％）と知的・

肢体（68 校中 39 校,57％）では、「障害のある生徒本人の希望と保護者（家族）の希

望の調整」が挙げられた。加えて、病弱（30 校中 15 校,50％）では、他の障害種に比

べて「保護者（家族）と担当者との話し合いの時間の確保」が高い割合で示された。

さらに、知的障害（302 校中 181 校,60%）と知的・肢体（68 校中 39 校,57％）では、

「保護者（家族）の進路懇談会や進路説明会、見学等への積極的な参加」が挙げられ

た。 
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  図３－５ 障害種別に見た保護者（家族）への支援を行ううえでの課題（３つ 

選択） 

1 保護者（家族）と担当者との話し合いの時間の確保   

2 保護者（家族）の進路懇談会や進路説明会、見学等への積極的な参加 

3 障害のある生徒本人の希望と保護者（家族）の希望の調査   

4 障害のある生徒の進路先に対する保護者間での意思疎通 

5 個別の移行支援計画（個別の教育支援計画）作成への保護者の参画   

6 
保護者（家族）との小学部（小学校）段階から高等部段階までの継続性をもった

取組 

7 校内で対応が困難な場合の外部専門家との連携   

8 障害のある生徒本人及び保護者（家族）が暮らしている地域情報の収集と提供 

9 卒業後を見通した保護者（家族）同士のネットワークの構築   

10 その他    

 

 

第４節 考察 

 

 （１）個に応じた進路指導・職業教育の重要性 

 本研究では、高等部（本科）に在籍する生徒数と重複障害のある生徒数、また、高

等部及び高等部専攻科に在籍する発達障害等の気になる生徒の在籍数について尋ねた。

その結果、特別支援学校（視覚障害）と特別支援学校（知的障害）では、重複障害の

生徒数が増加していることが示された。特別支援学校（視覚障害）では、進路指導を
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進めていくうえでの主な課題に「重複障害のある生徒への指導」を挙げていた。平田・

久松（2006）は、特別支援学校（視覚障害）では、下学年になるほど重複障害児の在

籍率が高くなっていることを報告しており、この傾向は本調査でも同様に示された。

また、平田らは、下学年になるほど障害の重度化が進んでいることを指摘しており、

このことは特別支援学校（視覚障害）のある生徒の卒業後の進路先に社会福祉施設等

への入所・通所が少なくない結果にも現れている。同様に、重複障害のある生徒への

対応が課題となっている特別支援学校（肢体不自由）では、重複障害のある生徒の在

籍率がその他の障害種の中で最も高かった。特別支援学校（肢体不自由）においても

生徒の重度・重複化により、進路指導・職業教育を行うことの困難さが増している。 

さらに、特別支援学校（知的障害）も重複障害のある生徒数が増加していることが

示された。国立特別支援教育総合研究所（2011）の調査によると、学校教育法施行令

第 22 条の３以外の障害で知的障害部門の重複障害学級に在籍する生徒としては、約

80％が自閉症を併せ有する生徒であるとの報告がなされている。特別支援学校（知的

障害）の重複障害のある生徒に求められていることは、すなわち自閉症のある生徒へ

の適切な対応であると推察される。 

 以上のように、重複障害と言っても各特別支援学校で対応が迫られている重複障害

のある生徒の実態は、広義の意味で異なっている。しかし、重複障害のある生徒の進

路指導の教育課程編成に関わる配慮を見ると、重複障害のある生徒が増加している各

特別支援学校（視覚障害、肢体不自由、知的障害）では、「実習や体験の重視」、「領域・

教科をあわせた指導」、「個に応じた指導」、「わかりやすい内容」や「繰り返しによる

指導」と共通性が見られた。個々の重複障害のある生徒に応じた指導の重要性は不可

欠であり、具体的な指導内容のレベルで、どれだけ個々の生徒の障害特性やねらいを

踏まえたうえで指導内容が精選、吟味され、計画的に指導が進められているのか、今

後、詳細な検討が必要である。また、特別支援学校（視覚障害、肢体不自由）では、

障害の重度・重複化により自立活動の重要性がますます高まっている（森﨑,2005）こ

とから、生徒の発達の状態と目標設定に応じた指導計画を立案し、指導の充実を図る

ことが求められる。 

 一方、特別支援学校（病弱）を筆頭に、いずれの障害種においても発達障害のある

生徒が在籍しているとする割合が高いことが明らかとなった。特別支援学校（病弱）

では、精神及び行動上の障害を有する生徒のうち発達障害のある生徒の在籍数がそれ

に次いで多いこと（枡田・武蔵,2007）、精神疾患のある生徒の中には二次的な障害を

呈する生徒が含まれている可能性を考慮すると、発達障害のある生徒の在籍数の割合

の高さはうなずけるものである。また、特別支援学校（病弱）では、手帳等を保有し

ていない生徒の割合が高かったことには、発達障害や精神疾患のある生徒の増加とそ

れらの生徒の手帳の未取得が関連していると推測される。その他の特別支援学校（聴

覚障害、知的障害、知的・肢体、複数種）でも発達障害のある生徒が在籍していると

する割合が高いことから、進路指導・職業教育を進めていくうえでも発達障害に関す

る対応は不可欠となっている。 

 

（２）系統性のある進路指導・職業教育の実施の必要性 

進路指導を主として実施している各教科・領域は、障害種によって「特別活動」、「自
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立活動」、「領域・教科をあわせた指導」、「総合的な学習の時間」と重点の置き方に違

いが見られた。ただし、進路指導を進めていくうえでの課題には、肢体不自由を除く

その他の障害種は「指導内容の系統性」を共通に挙げていた。進路指導で取り扱って

いる内容を見ると、各障害種いずれも主に「進路講演会・進路講話」、進路先の「見学」、

「実習」、「ガイダンス」を挙げており、各校では実際的な体験や活動を通じて進路指

導の充実に努めていることがうかがえた。しかしながら、これらの回答に比べて、具

体的な指導内容に関する内容がさほど多くなかったことを踏まえると、どのように系

統立てて進路指導を実施すべきか、各校でも試行錯誤していると考えられる。最近で

は、学校設定教科に「進路」を設けている特別支援学校の実践がある（国立特別支援

教育総合研究所,2009）。このような取組は、系統的な指導内容を編成し、年間計画に

基づいた進路指導を進めていくうえでの参考になる。この際、ねらいに基づいて指導

に用いる教材の必要性や適切性について検討し、指導後の振り返りを行う

Plan-Do-Check-Action の過程を大切にすることが求められる。 

職業教育については、特別支援学校（視覚障害、聴覚障害）では専門学科において

系統的な指導がなされているところであるが、それ以外の障害種で作業学習を主とし

た取組を行っている場合には、作業の特性を生徒の発達状態との関連で吟味し、作業

のスモールステップ化や補助具の開発、評価のあり方等、作業学習自体の意味の問い

直しをする必要がある（松田，2002）。そして、このことは、作業や活動を重視してい

る重複障害のある生徒への指導においても同様に重視すべき点である。 

 

 （３）学校全体で進路指導・職業教育に取り組む意識の向上と専門性の確保 

 近年、特別支援学校では進路指導・職業教育の充実に向け、企業等事業所との連携

を通して就労先の専門的な技術やノウハウを導入し、就労先（進路先）での仕事（活

動）に関連した指導内容を検討するよう努めている。また、進路指導・職業教育の主

担当者だけではなく、その他の教職員も対象にして進路指導・職業教育に関わる校内

研修や企業や施設等の見学を実施している特別支援学校も増えつつある。このような

取組は、校内での連携を円滑に進めていくための取組の一環として実施されており、

学校全体で進路指導を行うという教職員の意識の高揚をねらっているものである。さ

らに、関係諸機関との連携では、生徒の進路先や実習先の確保だけにとどまらず、教

員と関係諸機関との相互的な学びを通した新たな連携の形が拡がりつつある。 

その一方で、特別支援学校（視覚障害、聴覚障害）においては、関係諸機関との連

携において視覚障害者や聴覚障害者への対応に精通している「専門性のある職員の不

足」とその基礎となる「障害特性への理解」が課題として挙げられた。また、卒業後

の支援の課題でも「専門的な支援ができる機関の不足」が示されていたことから、外

部の関係諸機関の職員に対する視覚障害や聴覚障害に関する理解啓発と専門性のある

人材の確保、それにともなう教員の専門性の向上が求められている。 

 

 （４）卒業後の生活も考慮した支援の必要性と校内での引き継ぎ体制の強化 

 すべての障害種が卒業後の支援を実施しており、特別支援学校（視覚障害）を除く

各障害種では、約 60％以上が卒業後の支援のための窓口を設置していた。特別支援学

校（視覚障害）において卒業後の支援の窓口が少なかった理由には、視覚障害に特化
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した鍼灸等の職業科の OB との結びつきが深く（国立特別支援教育総合研究所，2009）、

同窓会が卒業後の支援の役割の一端を担っているためと考えられる。 

 その他の障害種では、卒業後の支援の窓口が設置されているものの生徒数の増加や

生徒の居住地が広範囲であるために遠方への出張（予算的な措置の問題を含む）や人

員の制約により、担当者が全ての進路先を網羅して訪問することが困難な状況にある。

このような状況であると、設定された支援期間を過ぎてしまった卒業生までには、支

援の手が及ばなくなる。したがって、卒業前から生徒の居住地域の関係諸機関とつな

がりをもつことや関係諸機関に関する情報を蓄積し、本人や保護者（家族）にそれら

の情報を提供していくことが大切である。そして、卒業後はより一層、重要な支援者

として位置づくのは保護者（家族）であるため、早い段階から保護者自身が地域の情

報に関心を向け、自発的に情報収集を行うことができる態勢を育てるように支援して

いくことが求められる。 

 一方、卒業後の支援の窓口には、各障害種共通して職場定着への支援や離職等への

対応を含めた就労に関する相談に加えて生活面についての相談もなされており、相談

内容が複雑化している（国立特別支援教育総合研究所，2010）。生活面の相談に関わっ

ては、生徒と保護者（家族）に関する基本的な情報（生徒の生育歴、家族関係、地域

情報等）が不足していると、本人と家族に対して適切な判断や支援を行うことが困難

となる。さらに、生徒を担当していた教員や卒業生をよく知る教職員が人事異動等に

よっていない場合には情報が限られ、より一層対応が難しくなる。いずれの障害種も

日常的に生徒についての情報共有を行っているとしていたが、口頭でのやり取りだけ

ではなく文書やデータとして情報を整理し、担当者が不在になっても生徒に関わる基

本的な情報が引き継がれていくように体制を強化していくことが重要である。また、

校内での体制づくりとともに、地域の関係諸機関と情報共有が円滑になされるように

個別の教育支援計画や個別の移行支援計画の機能的な活用が望まれる。 

  

 （５）個々の保護者（家族）の状況を踏まえた配慮の必要性 

保護者（家族）への支援については、特別支援学校（視覚障害）では「障害のある

生徒本人及び保護者（家族）が暮らしている地域情報の収集と提供」、特別支援学校

（肢体不自由）では「保護者（家族）との小学部（小学校）段階から高等部段階まで

の継続性をもった取組」、特別支援学校（病弱）では「保護者（家族）と担当者との

話し合いの時間の確保」、特別支援学校（聴覚障害、複数種）では「障害のある生徒

本人の希望と保護者（家族）の希望の調査」、特別支援学校（知的障害、知的・肢体）

では「保護者（家族）の進路懇談会や進路説明会、見学等への積極的な参加」と各障

害種で主に課題としている内容に違いが見られた。また、国立特別支援教育総合研究

所（2011）の調査によると、保護者（家族）への支援を行うにあたり困難を生じてい

る事例として、保護者自身に知的障害や発達障害、精神疾患がある、保護者が未就労

で経済的な問題を抱えている、子どもの実態や障害についての理解が不十分である等

が挙げられた。上述のことを総じて考えると、進路指導・職業教育の担当者は、保護

者自身（家族）の問題や置かれている環境等によって保護者（家族）の実態は多様で

あるということを心に留めておくことが必要である。 

移行の時期は家族にとってストレスが高まるものであり、家族が抱える不安や心配
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事は移行に関わる取組の満足度に影響を及ぼす（Neece, Kraemer, & Blacher,2009）

と報告されている。特別支援学校では、保護者（家族）の進路指導への積極的かつ前

向きな参画や協力を促すために、「施設や職場、事業所等の見学」、「進路説明会の開催」、

「進路講話、進路講習会の開催」、「研修会の実施」、「情報提供」等を行っている（国

立特別支援教育総合研究所,2011）。これらの取組はもちろん意義があるが、保護者（家

族）の実態の多様性を考慮すると、保護者（家族）への資料の提示の仕方や説明のあ

り方等は画一的にならないように配慮することが大切である。 

また、前述したように、特別支援学校では対応が困難な保護者（家族）も少なくな

い。すべての対応を専門機関に任せてしまうことは避けるべきではあるが、保護者（家

族）が抱えている問題によっては、専門家の協力を得て保護者（家族）を支援しつつ

障害のある生徒の進路指導を進めていくことが必要である。 
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